
























第二号第一様式

法人単位事業活動計算書
(自)　平成 29 年 4 月 1 日 (至)　平成 30 年 3 月31 日

(単位：円)

勘定科目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

保育事業収益 [ ] [ ] [ ]

経常経費寄附金収益 [ ] [ ] [ △ ]

その他の収益 [ ] [ ] [ ]

　　　サービス活動収益計(1) [ ] [ ] [ ]

人件費 [ ] [ ] [ ]

事業費 [ ] [ ] [ ]

事務費 [ ] [ ] [ ]

減価償却費 [ ] [ ] [ ]

国庫補助金等特別積立金取崩額 [ △ ] [ △ ] [ △ ]

　　　サービス活動費用計(2) [ ] [ ] [ ]

　サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) [ ] [ ] [ ]

受取利息配当金収益 [ ] [ ] [ △ ]

有価証券売却益 [ ] [ ] [ ]

投資有価証券売却益 [ ] [ ] [ ]

その他のサービス活動外収益 [ ] [ ] [ △ ]

　　　サービス活動外収益計(4) [ ] [ ] [ △ ]

支払利息 [ ] [ ] [ ]

有価証券売却損 [ ] [ ] [ ]

投資有価証券売却損 [ ] [ ] [ ]

その他のサービス活動外費用 [ ] [ ] [ ]

　　　サービス活動外費用計(5) [ ] [ ] [ ]

　サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) [ ] [ ] [ △ ]

　　　経常増減差額(7)=(3)+(6) [ ] [ ] [ △ ]

施設整備等補助金収益 [ ] [ ] [ ]

施設整備等寄附金収益 [ ] [ ] [ ]

固定資産売却益 [ ] [ ] [ ]

拠点区分間繰入金収益 [ ] [ ] [ ]

　　　特別収益計(8) [ ] [ ] [ ]

基本金組入額 [ ] [ ] [ ]

固定資産売却損・処分損 [ ] [ ] [ ]

国庫補助金等特別積立金積立額 [ ] [ ] [ ]

拠点区分間繰入金費用 [ ] [ ] [ ]

　　　特別費用計(9) [ ] [ ] [ ]

　特別増減差額(10)=(8)-(9) [ △ ] [ ] [ △ ]

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) [ ] [ ] [ △ ]

前期繰越活動増減差額(12) [ ] [ △ ] [ ]

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) [ ] [ ] [ ]

基本金取崩額(14) [ ] [ ] [ ]

その他の積立金取崩額(15) [ ] [ ] [ ]

その他の積立金積立額(16) [ ] [ ] [ △ ]

次期繰越活動増減差額

(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

サ  195,451,910 18,890,448214,342,358

｜ 収 62,150 50,08012,070

ビ 益 0 00

ス  195,514,060 18,840,368214,354,428

活  153,581,045 15,186,665168,767,710

動  23,327,475 2,665,37425,992,849

増 費 8,932,319 58,2628,990,581

減 用 15,375,992 140,13115,516,123

の  8,344,310 55,5368,399,846

部  192,872,521 17,994,896210,867,417

 845,4723,487,011 2,641,539

サ  19,217 11,6477,570

｜ 収 0 00

ビ 益 0 00

ス  3,531,338 986,5882,544,750

活  3,550,555 998,2352,552,320

動  154,428 61,503215,931

外 費 0 00

増 用 0 00

減  2,263,500 70,2502,333,750

の  2,417,928 131,7532,549,681

部 1,129,9882,639 1,132,627

3,489,650 3,774,166 284,516

  3,580,200 417,906,800421,487,000

 収 0 00

特 益 0 00

別  0 00

増  3,580,200 417,906,800421,487,000

減  0 00

の 費 1 23

部 用 678,240 423,389,960424,068,200

  0 00

  678,241 423,389,962424,068,203

 5,483,1622,581,203 2,901,959

908,447 6,676,125 5,767,678

繰 10,370,7987,258,478 3,112,320

越 4,603,1208,166,925 3,563,805

活 00 0

動 3,305,57714,000,250 10,694,673

増 7,000,0000 7,000,000

減

差 14,908,69722,167,175 7,258,478

部

額

の















第二号第四様式

高田児童館拠点区分　事業活動計算書
(自)　平成 29 年 4 月 1 日 (至)　平成 30 年 3 月31 日

(単位：円)

勘定科目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

保育事業収益 [ ] [ ] [ △ ]

　利用者等利用料収益 △

　　利用者等利用料収益（一般） △

　その他の事業収益

　　補助金事業収益 △

　　受託事業収益

その他の収益 [ ] [ ] [ ]

　　　サービス活動収益計(1) [ ] [ ] [ △ ]

人件費 [ ] [ ] [ ]

　職員給料

　職員賞与

　非常勤職員給与 △

　法定福利費

事業費 [ ] [ ] [ △ ]

　給食費 △

　保育材料費 △

　水道光熱費

　燃料費

　消耗器具備品費

　保険料

　雑費 △

事務費 [ ] [ ] [ △ ]

　福利厚生費 △

　研修研究費

　事務消耗品費 △

　印刷製本費

　修繕費

　通信運搬費

　業務委託費 △

　手数料 △

　保守料 △

　渉外費

　諸会費

　雑費

減価償却費 [ ] [ ] [ △ ]

国庫補助金等特別積立金取崩額 [ ] [ ] [ ]

　　　サービス活動費用計(2) [ ] [ ] [ △ ]

　サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) [ ] [ △ ] [ ]

受取利息配当金収益 [ ] [ ] [ △ ]

有価証券売却益 [ ] [ ] [ ]

投資有価証券売却益 [ ] [ ] [ ]

その他のサービス活動外収益 [ ] [ ] [ ]

　　　サービス活動外収益計(4) [ ] [ ] [ △ ]

有価証券売却損 [ ] [ ] [ ]

投資有価証券売却損 [ ] [ ] [ ]

　　　サービス活動外費用計(5) [ ] [ ] [ ]

　サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) [ ] [ ] [ △ ]

  11,911,700 166,93111,744,769

  1,773,700 1,773,7000

  1,773,700 1,773,7000

 収 10,138,000 1,606,76911,744,769

 益 10,138,000 10,138,0000

  0 11,744,76911,744,769

  0 00

  11,911,700 166,93111,744,769

  9,153,821 183,9499,337,770

  2,140,891 51,2512,192,142

  699,419 16,646716,065

  4,449,883 141,8954,307,988

  1,863,628 257,9472,121,575

  2,431,640 443,3221,988,318

サ  1,604,974 566,8881,038,086

｜  152,207 69,22382,984

ビ  365,875 42,572408,447

ス  104,830 16,956121,786

活  75,917 58,396134,313

動  126,000 76,702202,702

増  1,837 1,8370

減 費 463,600 125,090338,510

の 用 65,441 34,21931,222

部  28,200 7,18035,380

  165,126 56,352108,774

  0 11,34011,340

  0 35,31635,316

  37,077 6,57843,655

  47,952 47,9520

  77,004 20,28156,723

  37,800 37,8000

  0 8,6408,640

  5,000 05,000

  0 2,4602,460

  47,578 447,574

  0 00

  12,096,639 384,46711,712,172

217,53632,597 184,939

サ  207 76131

｜ 収 0 00

ビ 益 0 00

ス  0 00

活  207 76131

動 費 0 00

外 用 0 00

増  0 00

76131 207減

の

部



勘定科目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

　　　経常増減差額(7)=(3)+(6) [ ] [ △ ] [ ]

施設整備等補助金収益 [ ] [ ] [ ]

施設整備等寄附金収益 [ ] [ ] [ ]

固定資産売却益 [ ] [ ] [ ]

拠点区分間繰入金収益 [ ] [ ] [ △ ]

　　　特別収益計(8) [ ] [ ] [ △ ]

基本金組入額 [ ] [ ] [ ]

固定資産売却損・処分損 [ ] [ ] [ ]

　器具及び備品売却損・処分損

国庫補助金等特別積立金積立額 [ ] [ ] [ ]

拠点区分間繰入金費用 [ ] [ ] [ ]

　　　特別費用計(9) [ ] [ ] [ ]

　特別増減差額(10)=(8)-(9) [ △ ] [ ] [ △ ]

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) [ △ ] [ ] [ △ ]

前期繰越活動増減差額(12) [ ] [ ] [ ]

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) [ ] [ ] [ △ ]

基本金取崩額(14) [ ] [ ] [ ]

その他の積立金取崩額(15) [ ] [ ] [ ]

その他の積立金積立額(16) [ ] [ ] [ ]

次期繰越活動増減差額

(17)=(13)+(14)+(15)-(16) △

32,728 184,732 217,460

  0 00

 収 0 00

 益 0 00

特  1,131,936 1,123,0438,893

別  1,131,936 1,123,0438,893

増  0 00

減  0 11

の 費 0 11

部 用 0 00

  0 841,172841,172

  0 841,173841,173

1,964,216832,280 1,131,936

799,552 947,204 1,746,756

947,20415,775,466 14,828,262繰

799,55214,975,914 15,775,466越

00 0活

00 0動

00 0増

の

減

799,55214,975,914 15,775,466差

部

額



第二号第四様式

高田児童クラブ館拠点区分　事業活動計算書
(自)　平成 29 年 4 月 1 日 (至)　平成 30 年 3 月31 日

(単位：円)

勘定科目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

保育事業収益 [ ] [ ] [ ]

　その他の事業収益

　　補助金事業収益 △

　　受託事業収益

その他の収益 [ ] [ ] [ ]

　　　サービス活動収益計(1) [ ] [ ] [ ]

人件費 [ ] [ ] [ ]

　職員給料

　職員賞与

　非常勤職員給与

　法定福利費

事業費 [ ] [ ] [ ]

　給食費

　保育材料費

　水道光熱費

　消耗器具備品費

　保険料

事務費 [ ] [ ] [ ]

　福利厚生費

　研修研究費 △

　事務消耗品費

　通信運搬費

　手数料

　保守料

減価償却費 [ ] [ ] [ ]

国庫補助金等特別積立金取崩額 [ ] [ ] [ ]

　　　サービス活動費用計(2) [ ] [ ] [ ]

　サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) [ △ ] [ ] [ △ ]

受取利息配当金収益 [ ] [ ] [ ]

有価証券売却益 [ ] [ ] [ ]

投資有価証券売却益 [ ] [ ] [ ]

その他のサービス活動外収益 [ ] [ ] [ ]

　　　サービス活動外収益計(4) [ ] [ ] [ ]

有価証券売却損 [ ] [ ] [ ]

投資有価証券売却損 [ ] [ ] [ ]

　　　サービス活動外費用計(5) [ ] [ ] [ ]

　サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) [ ] [ ] [ ]

　　　経常増減差額(7)=(3)+(6) [ △ ] [ ] [ △ ]

施設整備等補助金収益 [ ] [ ] [ ]

施設整備等寄附金収益 [ ] [ ] [ ]

固定資産売却益 [ ] [ ] [ ]

拠点区分間繰入金収益 [ ] [ ] [ ]

　　　特別収益計(8) [ ] [ ] [ ]

基本金組入額 [ ] [ ] [ ]

固定資産売却損・処分損 [ ] [ ] [ ]

国庫補助金等特別積立金積立額 [ ] [ ] [ ]

拠点区分間繰入金費用 [ ] [ ] [ △ ]

  6,707,000 3,793,44210,500,442

  6,707,000 3,793,44210,500,442

 収 6,707,000 6,707,0000

 益 0 10,500,44210,500,442

  0 00

  6,707,000 3,793,44210,500,442

  5,265,201 4,425,5119,690,712

  917,525 21,965939,490

  299,751 7,134306,885

サ  3,907,125 4,047,0307,954,155

｜  140,800 349,382490,182

ビ  251,661 1,216,7861,468,447

ス  0 1,045,8761,045,876

活  12,460 132,932145,392

動  219,138 9,582228,720

増 費 4,288 14,92119,209

減 用 15,775 13,47529,250

の  58,202 115,360173,562

部  10,100 15,60025,700

  4,000 4,0000

  12,788 59,18971,977

  31,314 58431,898

  0 33,18733,187

  0 10,80010,800

  0 00

  0 00

  5,575,064 5,757,65711,332,721

1,964,215832,279 1,131,936

サ  0 00

｜ 収 0 00

ビ 益 0 00

ス  0 00

活  0 00

動 費 0 00

外 用 0 00

増  0 00

00 0減

の

部

832,279 1,131,936 1,964,215

  0 00

特 収 0 00

別 益 0 00

増  0 841,172841,172

減  0 841,172841,172

の  0 00

部 費 0 00

 用 0 00

  1,131,936 1,123,0438,893



勘定科目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

　　　特別費用計(9) [ ] [ ] [ △ ]

　特別増減差額(10)=(8)-(9) [ ] [ △ ] [ ]

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) [ ] [ ] [ ]

前期繰越活動増減差額(12) [ ] [ ] [ ]

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) [ ] [ ] [ ]

基本金取崩額(14) [ ] [ ] [ ]

その他の積立金取崩額(15) [ ] [ ] [ ]

その他の積立金積立額(16) [ ] [ ] [ ]

次期繰越活動増減差額

(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

1,131,936 1,123,0438,893

1,964,215832,279 1,131,936

0 0 0

00 0繰

00 0越

00 0活

00 0動

00 0増

減

00 0差

額

の

部









計算書類に対する注記（法人全体用） 別紙1

１．継続事業の前提に関する注記

         該当なし

２．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（２）引当金の計上基準
・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、社会福祉法人福島県社会福祉協議会の実施
　　　　　　　　　する退職共済制度につき、期末退職金要支給額(約定給付額－被共済職員
　　　　　　　　　個人拠出掛金累計額)を計上している。

３．重要な会計方針の変更

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

・独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職共済制度、社会福祉法人
  福島県社会福祉協議会の実施する退職共済制度及び独立行政法人勤労者退職金共済機構
  の実施する退職共済制度に加入している。

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

   当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)法人全体の計算書類(会計基準省令第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式)
(2)事業区分別内訳表(会計基準省令第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式)

当法人は、事業区分が1つのため作成していない。
(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)
(4) 収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)
    　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
(5)各拠点区分におけるサービス区分の内容
  ア　本部拠点（社会福祉事業）
 「本部」
  イ　認定こども園ひかり拠点（社会福祉事業）
 「幼保連携型認定こども園ひかり」
  ウ　高田児童館拠点（社会福祉事業）
 「高田児童館」
  エ　高田児童クラブ館拠点（社会福祉事業）
 「高田児童クラブ館」
 「高田児童クラブ」

６．基本財産の増減の内容及び金額

（単位：円）
当期減少額 当期末残高

建物

基本財産の種類

合計

前期末残高 当期増加額
255,799,275 11,645,615452,581,828

452,581,828

696,735,488

255,799,275 11,645,615 696,735,488



７．会計基準第3章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等
   特別積立金の取崩し

         該当なし

８．担保に供している資産

         該当なし

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産）

構築物

器具及び備品

権利

ソフトウェア

合計

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

         該当なし

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

         該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

         該当なし

１３．重要な偶発債務

         該当なし

１４．重要な後発事象

         該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

         該当なし

877,158,574 105,864,039 771,294,535

3,478,214 531,267 2,946,947

678,240 169,560 508,680

13,608,793 7,787,340 5,821,453

777,486,693 80,751,205 696,735,488

81,906,634 16,624,667 65,281,967





計算書類に対する注記（本部拠点区分用） 別紙2

１．重要な会計方針

（1）固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（２）引当金の計上基準
・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、社会福祉法人福島県社会福祉協議会の実施
　　　　　　　　　する退職共済制度につき、期末退職金要支給額(約定給付額－被共済職員
　　　　　　　　　個人拠出掛金累計額)を計上している。

２．重要な会計方針の変更

　　　　・平成27年度より社会福祉法人新会計基準に準拠して作成している。該当なし

３．採用する退職給付制度

・独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職共済制度、社会福祉法人
  福島県社会福祉協議会の実施する退職共済制度及び独立行政法人勤労者退職金共済機構
  の実施する退職共済制度に加入している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
(1)本部拠点計算書類(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙3⑩)、拠点区分事業活動明細書(別紙3⑪)

サービス区分が1つのため、作成は省略している。
(3)拠点区分におけるサービス区分の内容
  ア　本部拠点（社会福祉事業）
 「本部」

５．基本財産の増減の内容及び金額

         該当なし

６．会計基準第3章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特
   別積立金の取崩し

         該当なし

７．担保に供している資産

         該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産）
構築物
器具及び備品
権利
ソフトウェア

合計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

         該当なし

１１．重要な後発事象

         該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

         該当なし

3,670,308 0 3,670,308

452,581,828 0 452,581,828
43,421,784 0 43,421,784

502,192,484 0 502,192,484

2,518,564 0 2,518,564
0 0 0

















計算書類に対する注記（高田児童クラブ館拠点区分用） 別紙2

１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（２）引当金の計上基準
・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、社会福祉法人福島県社会福祉協議会の実施
　　　　　　　　　する退職共済制度につき、期末退職金要支給額(約定給付額－被共済職員
　　　　　　　　　個人拠出掛金累計額)を計上している。

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

・独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職共済制度、社会福祉法人
  福島県社会福祉協議会の実施する退職共済制度及び独立行政法人勤労者退職金共済機構
  の実施する退職共済制度に加入している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)高田児童クラブ館拠点計算書類(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙3⑩)
(3)拠点区分におけるサービス区分の内容
  ア　高田児童クラブ館拠点（社会福祉事業）
 「高田児童クラブ館」
 「高田児童クラブ」

５．基本財産の増減の内容及び金額

         該当なし

６．会計基準第3章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特
   別積立金の取崩し

         該当なし

７．担保に供している資産

         該当なし



８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

         該当なし

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

         該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

         該当なし

１１．重要な後発事象

         該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

         該当なし


